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とうかえで

税務職員のための研修機関。新人研修として、主に高
卒者を対象に13ヶ月行う「普通科」と主に大卒者を対象に4ヶ月行う「専門官基礎研修」
があります。また、職場で実務経験した後に研修を受ける「本科」、「専科」、さらに本科、
専科の中から選抜されて研修を受ける「研究科」があります。

税 務 大 学 校

国　税／給与所得者の年末調整

今年最後の給与を支払う時

国　税／給与所得者の扶養控除等異動申告書及び

保険料控除申告書の提出

今年最後の給与を支払う前日

国　税／11月分源泉所得税の納付 12月12日

国　税／10月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 1月4日

国　税／4月決算法人の中間申告 1月4日

国　税／1月、4月、7月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 1月4日

地方税／固定資産税・都市計画 税（第3期分）の納付

市町村の条例で定める日

労　務／健康保険・厚生年金被保険者賞与等支払届

支払後5日以内

（師走）December

23日・天皇誕生日12月
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今
年
も
「
年
末
調
整
」
の
時
期
に
な

り
ま
し
た
。
年
末
調
整
は
、
給
与
の
支

払
者
が
給
与
の
支
払
い
を
受
け
る
一
人

一
人
に
つ
い
て
、
毎
月
の
給
与
や
賞
与

な
ど
の
支
払
い
の
際
に
源
泉
徴
収
し
た

税
額
と
、
そ
の
年
の
給
与
の
総
額
に
つ

い
て
納
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
税
額

（
年
税
額
）
と
を
比
べ
て
、
過
不
足
額
を

精
算
す
る
も
の
で
す
。

a

老
年
者
控
除
の
廃
止

平
成
十
七
年
分
か
ら
、
六
五
歳
以
上

で
、
合
計
所
得
金
額
が
一
千
万
円
以
下

の
者
に
対
し
て
五
〇
万
円
を
控
除
す
る

老
年
者
控
除
が
廃
止
さ
れ
て
い
ま
す
。

s

定
率
減
税
の
継
続

平
成
十
一
年
以
降
の
各
年
分
の
所
得

税
額
に
つ
い
て
二
〇
％
相
当
額
（
二
五

万
円
が
限
度
）
が
減
税
と
な
る
措
置
が

続
い
て
い
ま
す
の
で
、
本
年
も
適
用
さ

れ
ま
す
。

平
成
十
八
年
分
は
減
税
額
が
半
分
の

一
〇
％
相
当
額
（
一
二
万
五
千
円
が
限

度
）
と
な
り
ま
す
が
、
本
年
は
影
響
あ

り
ま
せ
ん
。

年
末
調
整
の
主
な
対
象
者
は
、
表
１

の
と
お
り
で
す
。
な
お
、「
給
与
所
得
者

の
扶
養
控
除
等
（
異
動
）
申
告
書
」
の

提
出
が
前
提
と
な
り
ま
す
の
で
必
ず
提

出
を
し
て
も
ら
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

年
末
調
整
は
、
原
則
と
し
て
年
末
に

行
い
ま
す
が
、
次
の
者
に
つ
い
て
は
そ

れ
ぞ
れ
次
の
時
期
に
年
末
調
整
を
行
い

ま
す
。（
表
２
）

年末調整の 
ポイント 
…今年から老年者控除が 
　廃止されます。 

表1　年末調整対象者の選別（例） 

年末調整の対象となる人 年末調整の対象とならない人 

次のいずれかに該当する人 
　a　1年を通じて勤務している人 
　s　年の中途で就職し、年末まで 
　　勤務している人 
　d　年の中途で退職した人のうち、 
　　次の人 
①　死亡により退職した人 
②　著しい心身の障害のため退職
した人で、その退職の時期からみ
て、本年中に再就職ができないと
認められる人 

左欄に掲げる人のうち、次のいずれかに該
当する人 
　a　本年中の主たる給与の収入金額が
2,000万円を超える人 

　s　2カ所以上から給与の支払いを受け
ている人で、他の給与の支払者に「給
与所得者の扶養控除等 （異動）申告書
」を提出している人（月額表又は日額表
の乙欄適用者） 

表2　年末調整を行う時期 

年末調整の対象となる人 

①　年の中途で死亡退職した人 

退職の時 

出国の時 

③　12月中に支給期の到来する給与等の支払を受けた後に退職した人 

④　いわゆるパートタイマーとして働いている人などで、年の中途で退職した人 
（給与等の総額が103万円以下で、かつ、退職後、他の勤務先等に再び 
勤務しないことが明らかである人に限ります。） 

⑤　年の中途で非居住者となった人 

②　著しい心身の障害のため年の中途で退職した人 
（その退職後、再就職しないなど一定の要件を満たす人に限ります。） 

年末調整の時期 

平
成
十
七
年
の
注
意
点

1

年
末
調
整
の
対
象
者

2

年
末
調
整
を
行
う
時
期

3
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表3　所得控除額一覧表 

【社会保険料控除額】 
　支払った又は給与から控除された社会保険料の合計額 

【小規模企業共済等掛金控除額】 
　中小企業基盤整備機構に支払った共済掛金（旧第二種共済掛金は生命保険料控除の対象）、確定拠出年金法の 
規定により国民年金基金連合会が実施する個人型年金の加入者掛金と地方公共団体が実施する心身障害者扶養 
共済掛金との合算額 

【損害保険料控除額】 
 

【生命保険料控除額】 
次の①と②の合計額（最高10万円） 
①　一般の生命保険料（次の個人年金保険料を除く）を支払った場合 
　イ　25,000円までの場合 支払保険料の全額 
　ロ　25,000円を超え50,000円までの場合 支払保険料×1/2＋12,500円 
　ハ　50,000円を超え100,000円までの場合 支払保険料×1/4＋25,000円 
　ニ　100,000円を超える場合 50,000円 
②　個人年金保険料（疾病等特約部分を除く）を支払った場合 
　　上記①のイ～ニの区分に応ずる算式により計算した金額 

長期損害保険契約の支払保険料 
①10,000円までの場合…支払保険料の全額 
②10,000円を超える場合 
 … 支払保険料×1/2＋5,000円 
 　（最高15,000円） 

短期損害保険契約の支払保険料 
①2,000円までの場合……支払保険料の全額 
②2,000円を超える場合 
 ……支払保険料×1/2＋1,000円 
 　　（最高3,000円） （　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ＋ 

※長期と短期の両方の控除額がある場合は、その合計額（最高15,000円） 

障害者控除額 

配
偶
者
控
除
額 

扶
養
控
除
額 

寡婦（寡夫）控除額 

勤労学生控除額 

配偶者特別控除 

基礎控除額 

障害者1人につき……270,000円　特別障害者1人につき……400,000円 

270,000円（特定の寡婦は、350,000円） 

270,000円 

原則として配偶者の給与収入が 
103万円超141万円未満の人が 
対象になる 

380,000円 

一般の 
扶養親族 

同居老親等 
以外の者 

同居老親等 

特定扶養親族 

一般の控除 
対象配偶者 

老人控除 
対象配偶者 

同居特別障 
害者である人 左記以外の人 

730,000円 

830,000円 

380,000円 

480,000円 

同居特別障害 
者である人 
（各１人につき） 

左記以外の人 
（各１人につき） 

730,000円 

980,000円 

830,000円 

930,000円 

380,000円 

630,000円 

480,000円 

580,000円 

老
人
扶
養
親
族 

※　控除対象配偶者、扶養親族……生計を一にする

配偶者その他の親族、都道府県知事から養育を委

託された児童（いわゆる里子）及び養護老人のう

ち、所得金額の合計額（繰越損失控除前）が38万

円以下の者（青色事業専従者又は白色事業専従者

とされる者を除く）。 

 

※　特定扶養親族……扶養親族のうち、昭和58年１

月２日から平成２年１月１日までの間に生まれた

者（年齢16歳以上23歳未満の者）。 

※　老人控除対象配偶者、老人扶養親族……昭和11

年１月１日以前生まれ（年齢70歳以上）の控除対

象配偶者、扶養親族。 

 

※　同居特別障害者……控除対象配偶者や扶養親族

が、特別障害者に該当し、かつ、その者が納税者

又は納税者と生計を一にする親族のいずれかと同

居を常況としている者。 

 

※　同居老親等……老人扶養親族のうち、納税者又

はその配偶者の直系尊属で、納税者又はその配偶

者のいずれかと同居を常況としている者。 
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建設業者が支払う
外注費は要注意

建設業者がその下請業者に支払った外注費

に係る消費税について、トラブルとなること

が少なくありません。次のポイントに注意し

ながら適正な処理を行いましょう。

○課税仕入れの時期
課税仕入れの時期については、原則とし

て、売上との対応関係を考慮する必要はあ

りません。したがって、工事が未完成で、

まだ売上計上がされていない場合であって

も、材料費、外注費などについては、課税

仕入れをしたときに、仕入税額控除の対象

として取り扱えます。

○注意点
外注費といっても、いわゆる人工（にん

く）の応援のように、その内容が人的役務

の提供であるものや下請業者との請負契約

により、基礎工事、内装工事などを外部委

託するものなど多岐にわたり、その内容に

よって消費税の取扱いが下の図のように異

なりますので注意が必要です。

また、建設業の場合、工事が完成し、完

成工事高を計上したときに、その工事原価

のうち材料費、外注費などに係る消費税に

ついて、まとめて仕入税額控除することが

例外的に認められています。

当
社
の
事
務
所
装
飾
用
と
し

て
、
新
人
画
家
の
描
い
た
四
〇
万

円
の
絵
画
を
購
入
し
ま
し
た
が
、
ど
の
よ

う
に
経
理
処
理
す
れ
ば
よ
い
の
で
し
ょ
う

か
？

法
人
税
で
は
書
画
骨
董
な
ど
時

の
経
過
に
よ
り
そ
の
価
値
が
減
少

し
な
い
資
産
は
、
減
価
償
却
資
産
に
該
当

し
な
い
も
の
と
し
て
い
ま
す
が
、
い
わ
ゆ

る
無
名
画
家
の
描
い
た
絵
画
で
格
別
に
高

額
の
も
の
で
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、
減

価
償
却
資
産
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
ま
す
。

こ
の
場
合
の
耐
用
年
数
は
八
年
と
さ
れ
て

い
ま
す
。

な
お
、
次
に
掲
げ
る
よ
う
な
も
の
は
、

原
則
と
し
て
、
書
画
骨
董
と
さ
れ
、
減
価

償
却
資
産
に
は
該
当
し
ま
せ
ん
。
書
画
骨

董
な
ど
に
該
当
す
る
か
不
明
な
と
き
は
、

そ
の
取
得
価
額
が
号
あ
た
り
二
万
円
未
満

の
も
の
は
減
価
償
却
資
産
と
し
て
取
り
扱

う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

①

古
美
術
品
な
ど
の
よ
う
に
歴
史
的
価

値
等
を
有
し
、
代
替
性
の
な
い
も
の

②

美
術
関
係
の
年
鑑
等
に
登
載
さ
れ
て

い
る
作
者
の
制
作
に
係
る
書
画
等

絵
画
の
減
価
償
却

仕
入
税
額
控
除
時
期 

原
　
　
則 

例
外 

外
注
費 

出来高精算書に 
基づくもの 

出来高精算書に基づく請求月の属する課税期間 

引渡しを要するもの 

工事が完了した日の属する課税期間 

人工、手間賃（給与を除く） 

目的物の引渡しを受けた日の属する課税期間 

日数などに基づく出来高の請求月の属する課税期間 

上記以外 
のもの 

Ｑ

最
近
は
「
オ
レ
オ
レ
詐
欺
」
や

「
ネ
ッ
ト
詐
欺
」
な
ど
物
騒
な
事
件

を
よ
く
耳
に
し
ま
す
。
万
が
一
、
こ

の
よ
う
な
詐
欺
の
被
害
に
あ
っ
た
場

合
は
、
所
得
税
の
計
算
上
、
雑
損
控

除
の
対
象
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
の

で
し
ょ
う
か
？

Ａ

残
念
な
が
ら
、
雑
損
控
除
の
対
象

に
は
な
り
ま
せ
ん
。
な
ぜ
な
ら
、
雑
損

控
除
は
「
災
害
・
盗
難
・
横
領
」
に
よ

る
損
失
の
み
を
控
除
対
象
と
し
て
い
る

た
め
、「
詐
欺
」
に
よ
る
損
失
は
控
除

で
き
な
い
と
い
う
こ
と
と
な
り
ま
す
。

な
お
、
地
震
に
よ
り
損
害
を
受
け
た

場
合
や
空
き
巣
に
入
ら
れ
、
現
金
や
貴

金
属
（
一
個
又
は
一
組
の
価
額
が
三
〇

万
円
超
の
も
の
を
除
き
ま
す
）
が
盗
難

に
あ
っ
た
場
合
は
、
そ
の
損
失
額
（
被

害
額
）
を
雑
損
控
除
の
対
象
と
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
た
だ
し
、
保
険
金
等

で
補
填
さ
れ
る
金
額
は
、
そ
の
損
失
額

か
ら
控
除
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

詐
欺
に
よ
る
被
害

税金 

メモ 
一口 

QA




